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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　　　回次  
第60期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第59期

　　　会計期間  

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成20年
１月１日
至平成20年
12月31日

売上高 （千円） 1,946,99213,393,989

経常利益又は経常損失（△） （千円） △24,583 825,500

当期純利益又は四半期純損失（△） （千円） △12,023 544,839

純資産額 （千円） 14,743,29815,138,003

総資産額 （千円） 20,389,36719,002,986

１株当たり純資産額 （円） 148,203.64152,171.32

１株当たり当期純利益又は

四半期純損失（△）
（円） △120.86 5,476.88

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － －

自己資本比率 （％） 72.3 79.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 392,094 89,329

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 140,946 351,223

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △156,240△415,285

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 （千円） 4,852,8374,472,330

従業員数 （人） 536 539

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

    　　２．売上高には、消費税等は含めておりません。

　　　　３．「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益」については、潜在株式が存在していないため記載しており

ません。　　
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社における異動もありません。 

 

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 536 (164)

　（注）　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（案件ごとの契約社員、パートタイマーは含み、人材会社・外注

先会社等からの派遣社員は除いております。）は、（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記

載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 439 (99)

　（注）　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であり、

臨時雇用者数（パートタイマーは含み、人材会社・外注先会社等からの派遣社員は除いております。）は、

（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループは、水と環境の総合コンサルタントとして、主にコンサルタント事業を行っており、当該事業以外の事

業の種類は重要性がないため事業の種類別セグメントは作成しておりません。

　なお、当社グループの売上高は、通常の業務の形態として、第２四半期に完成する業務の割合が大きいため、各四半期

連結会計期間に比べ第２四半期連結会計期間の売上高が増加する傾向にあり業績に季節的変動があります。  

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 金額（千円）

水道 666,955

下水道 1,050,250

環境・その他 229,786

計 1,946,992

　（注）１．金額は完成業務収入によっております。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2)受注状況

　当第１四半期連結会計期間の受注実績を事業部門別及び国内・海外区分別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 受注高（千円） 受注残高（千円）

水道 1,190,474 6,657,736

下水道 1,118,868 7,590,163

環境・その他 304,262 982,167

計 2,613,605 15,230,067

 

国内・海外区分 受注高（千円） 受注残高（千円）

国内 1,126,103 7,765,128

海外 1,487,502 7,464,939

計 2,613,605 15,230,067

  （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 金額（千円）

水道 666,955

下水道 1,050,250

環境・その他 229,786

計 1,946,992

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当第1四半期連結会計期間の販売実績を地域別に示すと、次のとおりであります。

地域 売上高（千円） 構成比（％）

北海道 80,618 4.2

東北 63,461 3.3

関東 393,651 20.2

中部 433,626 22.3

近畿 104,678 5.4

中国 70,623 3.6

四国 57,250 2.9

九州 127,130 6.5

小計 1,331,038 68.4

海外 615,954 31.6

計 1,946,992 100.0

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

（1）業績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融不安が実体経済に影響を及ぼし、企業収益の悪化に

よる設備投資の減少、雇用不安による個人消費の低迷等、景気後退が続く非常に厳しい状況で推移しました。

「水と環境のコンサルタント業界」を取り巻く経営環境は、国や地方公共団体等の公共事業関連予算の縮減継続、低

コスト化の要請等の影響を受け、企業間競争激化や顧客ニーズのより一層の高度化等、依然として厳しい状況が続いて

おります。

このような状況のもと当社グループは、国内におきましては、引き続き積極的な営業活動を行うとともに、豊富な技術

力を駆使し、経済性、安全性及び環境に配慮した様々なコンサルティングサービスを提供してまいりました。

また、上下水道施設のアセットマネジメント業務等について、新しい顧客のニーズを先取りしつつ、各種事業体に対す

るサポート事業を強力に展開してまいりました。

海外におきましては、引き続き積極的に営業活動を展開した結果、当第１四半期連結会計期間ではアフリカ、アジア諸

国を中心に着実に受注を拡大しております。

また、当社グループを挙げて原価管理及び経費削減の徹底を継続して推進してまいりました。

この結果、当第１四半期連結会計期間の国内業務受注高は1,126百万円（前年同期間比24.2%減）となったものの、海

外業務受注高は1,487百万円（同122.1%増）と大幅に増加し、全体で2,613百万円（同21.3%増）となりました。

売上高は、国内業務1,331百万円（同3.9%増）、海外業務615百万円（同4.5%減）、全体では1,946百万円（同1.1%増）

となりました。

利益面では、売上高が通期予想売上高の15％程度の進捗率であるのに対して人件費等の固定経費は年間を通じほぼ均

等に発生するため営業損失は55百万円となり、また、営業外収益で保険返戻金や為替差益が発生したことにより経常損

失は24百万円となり、四半期純損失は12百万円となりました。 

 

当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。従いまして、当第１四半期連結会計期間

の連結損益計算書と前年同四半期連結会計期間の連結損益計算書とでは、作成基準が異なるため前年同期比較に関する

情報は参考として記載しております。 

 

（2）財政状態の変動状況

当第１四半期連結会計期間末における総資産は未成業務支出金の増加等により、前連結会計年度末と比較して1,386

百万円増加し20,389百万円となりました。

負債は、未成業務受入金や賞与引当金の増加等により、前連結会計年度末と比較して1,781百万円増加し5,646百万円

となりました。

純資産は、剰余金の配当及びその他有価証券評価差額金が時価の下落により減少したことなどから394百万円減少し

14,743百万円となりました。この結果、自己資本比率は72.3％となりました。

  

（3）キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ380百万円増加し4,852

百万円となりました。

なお、当第１四半期連結会計期間の各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は392百万円となりました。

収入の主な内訳は、未成業務受入金の増加額1,610百万円、賞与引当金の増加額184百万円であり、支出の主な内訳は、

たな卸資産の増加額1,311百万円、法人税等の支払額194百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は140百万円となりました。

収入の主な内訳は、保険返戻金160百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は156百万円となりました。これは配当金の支払額であります。
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（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

（5）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、60百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

 

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 320,000

計 320,000

②【発行済株式】

種類
 第１四半期会計期間末
 現在発行数（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年５月15日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 100,480 100,480
東京証券取引所

（市場第二部）

当社は単元株制度は

採用しておりませ

ん。

計 100,480 100,480 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

 （千円）

資本準備金
残高
（千円）

 平成21年１月１日～

 平成21年３月31日 
 ― 100,480  ― 520,000  ― 300,120

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(平成20年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年３月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 1,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  99,480 99,480 －

端株 － － －

発行済株式総数 100,480 － －

総株主の議決権 － 99,480 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が４株含まれております。また、

　　　 「議決権の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。 

 

②【自己株式等】

平成21年３月31日現在 

所有者の氏名又は名

称        
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

 

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

日本上下水道設計株

式会社    

東京都新宿区富久町

６番８号
 1,000  ―  1,000   1.00

計 ―  1,000  ―  1,000  1.00

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
１月

２月 ３月

最高（円） 68,70066,20072,900

最低（円） 62,90061,70065,000

（注）最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,852,837 4,472,330

受取手形 － 420

完成業務未収入金 1,343,329 1,464,780

有価証券 199,940 199,875

未成業務支出金 4,347,812 3,036,288

その他 519,872 409,390

貸倒引当金 △34,772 △31,783

流動資産合計 11,229,019 9,551,300

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 1,450,896

※1
 1,470,764

土地 1,326,543 1,326,543

その他（純額） ※1
 72,319

※1
 67,856

有形固定資産合計 2,849,759 2,865,164

無形固定資産 69,446 71,715

投資その他の資産

投資有価証券 2,483,100 2,813,082

保険積立金 1,389,306 1,539,014

その他 2,387,253 2,179,692

貸倒引当金 △18,517 △16,983

投資その他の資産合計 6,241,141 6,514,805

固定資産合計 9,160,348 9,451,685

資産合計 20,389,367 19,002,986

EDINET提出書類

日本上下水道設計株式会社(E05299)

四半期報告書

12/22



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

負債の部

流動負債

業務未払金 597,196 467,546

未払法人税等 72,794 171,333

未成業務受入金 2,333,353 723,124

賞与引当金 468,605 284,099

その他の引当金 61,834 42,743

その他 460,694 556,911

流動負債合計 3,994,479 2,245,758

固定負債

退職給付引当金 1,496,703 1,433,940

その他 154,887 185,283

固定負債合計 1,651,590 1,619,224

負債合計 5,646,069 3,864,982

純資産の部

株主資本

資本金 520,000 520,000

資本剰余金 300,120 300,120

利益剰余金 14,291,012 14,501,996

自己株式 △159,797 △159,797

株主資本合計 14,951,335 15,162,319

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △190,109 △1,703

為替換算調整勘定 △17,927 △22,611

評価・換算差額等合計 △208,037 △24,315

純資産合計 14,743,298 15,138,003

負債純資産合計 20,389,367 19,002,986
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 1,946,992

売上原価 1,313,177

売上総利益 633,815

販売費及び一般管理費 ※1
 688,996

営業損失（△） △55,181

営業外収益

受取利息 6,229

受取配当金 2,779

保険返戻金 10,238

為替差益 8,932

その他 3,798

営業外収益合計 31,977

営業外費用

支払利息 1,379

営業外費用合計 1,379

経常損失（△） △24,583

税金等調整前四半期純損失（△） △24,583

法人税、住民税及び事業税 104,801

法人税等調整額 △117,361

法人税等合計 △12,559

四半期純損失（△） △12,023
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △24,583

減価償却費 29,882

受取利息及び受取配当金 △9,009

支払利息 1,379

為替差損益（△は益） △8,932

売上債権の増減額（△は増加） 131,548

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,311,478

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,854

仕入債務の増減額（△は減少） 129,650

未成業務受入金の増減額（△は減少） 1,610,228

賞与引当金の増減額（△は減少） 184,505

退職給付引当金の増減額（△は減少） 62,762

その他 △224,074

小計 573,734

利息及び配当金の受取額 12,400

法人税等の支払額 △194,040

営業活動によるキャッシュ・フロー 392,094

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △22,611

無形固定資産の取得による支出 △2,896

関係会社株式の売却による収入 10,000

貸付金の回収による収入 202

保険積立金の払戻による収入 160,061

その他 △3,810

投資活動によるキャッシュ・フロー 140,946

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △156,240

財務活動によるキャッシュ・フロー △156,240

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,706

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 380,507

現金及び現金同等物の期首残高 4,472,330

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,852,837
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

会計処理基準に関する事項の

変更

（1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準（企業会計基

準第９号　平成18年７月５日）を適用し、評価基準については、原価法から原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

　これによる損益に与える影響はありません。 

（2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適

用

　当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用して

おります。

　これによる損益に与える影響はありません。 

 

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１．固定資産の減価償却費の算

定方法

　固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予算を策定している

ため、当該予算に基づく年間償却予定額を期間按分して算定しております。  

２．一般債権の貸倒見積高の算

定方法 

　一般債権の貸倒見積高の算定方法については、当第１四半期連結会計期間末の貸倒

実績率等は前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、

前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。 

３．繰延税金資産及び繰延税金

負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度

において使用した将来の業績予測やタックスプランニングを利用する方法によって

おります。 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

    　該当事項はありません。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、1,115,474千円で

あります。 

 

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、1,089,564千円で

あります。 

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 　　　 給与手当　　　　　　　　      233,386千円

        賞与引当金繰入額　　　　　　　 59,487千円

 

　２　当社グループの売上高は、通常の業務の形態として、第２四半期に完成する業務の割合が大きいため、各四半期連結

会計期間に比べ第２四半期連結会計期間の売上高が増加する傾向にあり業績に季節的変動があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

 現金及び預金勘定 　 4,852,837千円

 現金及び現金同等物　 4,852,837千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　

平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

  普通株式　　　100,480株 

 

２．自己株式の種類及び株式数

  普通株式　　　　1,000株

 

３．新株予約権等に関する事項

  該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

  配当金支払額

（決議）     株式の種類
配当金の総額

（千円） 

 １株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月27日

定時株主総会
普通株式     198,960      2,000平成20年12月31日平成21年3月30日 利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）

　当社グループは、水と環境の総合コンサルタントとして、主にコンサルタント事業を行っており、当該事業以外

の事業の種類は重要性がないため事業の種類別セグメントは作成しておりません。

  

 

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

 

 

【海外売上高】

　当第１四半期連結累計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）

 
アジア・
オセアニア

アフリカ 中東 中南米 北米 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 285,242207,71151,946 40,765 30,287615,954

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － － 1,946,992

Ⅲ　海外売上高の連結売上高

に占める割合（％）
14.6 10.7 2.7 2.1 1.5 31.6

(注)１.　国または地域は、地理的近接度により区分しております。

　　２.　各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

(1)アジア・ ……フィリピン、スリランカ、インド、マレーシア、ベトナム、カンボジア、

 　オセアニア  ネパール、バングラデシュ、パプアニューギニア

(2)アフリカ ……リビア、ギニア、ザンジバル

(3)中東 ……オマーン、クウェート、アラブ首長国連邦

(4)中南米 ……ペルー、メキシコ

(5)北米 ……アメリカ合衆国

    ３． 海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

（有価証券関係）

　当社グループが所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものとなっていないため、記載を省略

しております。 

 

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。 

 

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 148,203.64円 １株当たり純資産額 152,171.32円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純損失 △120.86円

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

　（注）　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

四半期純損失（千円） △12,023

普通株主に帰属しない金額（千円）     ―　

普通株式に係る四半期純損失（千円） △12,033

期中平均株式数（株） 99,480

 

（重要な後発事象）

 　　　 該当事項はありません。

 

 

（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりま

すが、当第１四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められな

いため、記載を省略しております。  

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月12日

日本上下水道設計株式会社

取締役会　御中

監査法人　トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　隆司　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 片岡　久依　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本上下水道設計株

式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から

平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本上下水道設計株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

  （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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